鳥取県における投開票速報事務の検討状況
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鳥取県選挙管理委員会事務局
すべての選挙においてオンラインが必要か
○開票速報における入力項目数
　各選挙共通：得票総数ほか８～９項目
　参議院通常選挙　比例　約200候補者・政党×19市町村
                  選挙区（改選１）　最大４候補者×19市町村　
　県議単独補欠　郡部選挙区（定数１～４、町村数１～４）　最大：6候補者×4町村
　　　　　　　　市部選挙区（定数２～１２）  最大：18候補者×1市
　H19知事県議選挙
　　知事選挙　２候補者×19市町村
　　県議選挙　９選挙区のうち３が無投票
                ４市選挙区候補者（16＋11＋4＋3）
                ２郡選挙区（４候補者×４町＋５候補者×４町）
  ○オンライン導入以前
    39市町村を、６台の電話で聞き取り、２台の電算端末で手入力集計
　　それでも、県側で入力待ちの行列は生じていなかった
廃止の検討
　○環境の変化
　　・PC、計算ソフトの機能、操作性の向上
　　・導入時３９市町村→現在１９市町村
    ・開票集計システムの普及
　　・経費削減、時間外勤務削減
　○オンライン、電子メールの難点
　　・市町村入力ミス、転記タイムロスの発生
　　　自前の開票集計システムとオンラインの連結の禁止→オンライン手入力＋読合せ
　　・４年に１回
　　　担当職員の習熟、訓練に要する時間
　　　トラブル発生時の検証困難
　　　ブラックボックス化、SEが常駐しない送信側（市町村端末）の検証
　　・タイムラグの発生
　　　H22参議院通常選挙では、県が報道機関に対して発信した電子メールの着信順序が前後することが頻発
オンラインを使わない速報
・市町村は、自前の開票集計システムの打出し帳票（紙）を、ファクシミリ送信。
・エクセル、アクセス等の簡易なソフトで集計シートを自作し、PC（デュアル）手入力で集計。
・報道機関に対する発表（速報）は、記者室への紙配布により行う。
・報道機関に対する電子メールの送信は、速報としてではなく、速報に引き続いて行う電子ファイルの提供として、集計表についてのみ実施する。
　○入力ミス検証の容易化
危険箇所が1回×19カ所（市町村）から19回×1カ所（県）に転換されることで、
人員削減と検証容易化が可能。
　・市町村における転記（入力、送信）ミスの解消
　・県における入力ミスの検証は容易（市町村からの受信表との突合のみ）
　・県側受信担当の人員削減（６人→２人）
　○自作集計シートはオンライン使用時でも必要
　　オンライン不通、サーバーダウン等の事態に備えて必ず準備するものであり、新たな準備作業は発生しない。
　○経費・時間の削減
　・システム構築費用（利用料）及びSE経費（合計約３００万円）の削減　
　・システム習熟、訓練に要する時間の削減
　　（県速報担当：２００時間→３０時間、市町村職員：リハーサル等５日→２日）
　・検証作業の容易化（県側、市町村側を切り離して検証可能。SE不要。）
　○報道機関への発表の迅速化、同時化
　・記者室への市町村個票（投票結果・開票結果）配布のスピードアップ
  　（ファクシミリ受信後直ちに印刷、PC入力エラーチェック後（印刷終了とほぼ同時）に配布。）
　・各報道機関における電子メールの識別作業（順序が前後して着信）の解消
　
